



〈プロジェクト研究論文〉                            2020 年 3 月修了（予定） 
 
 
学籍番号：57183104－4 氏名：ヤン ゴーチャン 
ゼミ名称：金融ビジネスと企業財務戦略研究 






金面での国民負担も増大している。具体的には、2011 年に開始した FIT 制度では、買取価格が






































 3.1 ドイツでの再生可能エネルギー市場状況 




  4.1 太陽光発電パネルの種類と設置場所の自然環境諸要素 
  4.2 30 分単位での契約電気料金 
  4.3 蓄電池の容量計算モデル 
  4.4 災害時の電力供給の自立運転機能 
 
5. 太陽光発電所の発電量シミューレーションおよび収益性評価 





 6.1 各自家消費型の太陽光発電所の特徴の解析 
 6.2 規模による自家消費型の収益性の設定基準 








































































































































































l 低圧発電所：出力電力 50kW 未満、連系電圧 202Vや 101V低圧連系の一般用電
気工作物。 
l 高圧発電所：出力電力 50kW～2000kW間に連系電圧 420Vや 440Vが多い高圧連
系の電気工作物。 







































































































加する。2008 年以降、米国の太陽光発電は、2000GW から 2017 年には約 80000GW
まで 39倍に増加した。【6】 
2019 年上半期に公開された公共事業規模の太陽光発電プロジェクトの容量は
11.2 GWまで急増し、第 2四半期だけで 6.2GWを達成した。さらに、住宅用太陽光







































州（太陽光発電の設置量は 2008年の 35GWから 2017年の 6498GWまで増加しまし
































ネルギー調達システムを開発している。このシステムから出る電力の 3 分の 1 は
軍隊に使用され、数千個のディーゼル発電所に取って代わっている。2020 年まで
にスマートエネルギー調達システムは 4.3GWに達し、過去 10 年間の再生可能エネ
ルギーの積極的な発展は米国でのエネルギー消費総量の 20%の割合を占めるに至
った。ノースダコタ州はトップ 10 の「リーダー」の 1位であり、2017年の再生可
能エネルギーの割合は総エネルギー消費の 58%を占めており、アイオワ州では 43%
で、オクラホマ州は 41%。再生可能エネルギーの年間成長率が 14%に達すると、米
国は 2035年までに 100%の再生可能エネルギー供給を実現する。 
続いて 、民間企業による再エネ調達の動きも継続して活発化になると見込ま
れる。米・Microsoftや米・Facebookなど米国の 100 社以上の企業が加盟する米・
Renewable Energy Buyers Alliance（REBA）は、2025年までに計 60GWの再生可能
エネルギー・システムから電力を購入する目標を掲げており、2013～2018年 8月
までに 13GW 超の再生可能エネルギーを調達している。目標達成に向けでは 2019

















発展を遂げており、設備容量が年々増加し、2007年の 0.02GWから 2017年の 53.06 
GW に引き上げられた。2017 年末までに、中国の太陽光発電の累計設備容量は
130.25GW に達し、総発電量に割合は 1.49%を占めている。設置容量はすでに前倒






































































































































































































 （出所） Looop でんきの見える化 
図表 8 
  




































































（出所） Sungrow DC リンクソリューション 
 






























 （出所）Sungrow DC リンク蓄電ソリューション 
 






ACリンクソリューションが登場する主な要因は FIT価格が 14 円/KWh以下を下
回ったため、投資家が単純な全量売電で太陽光発電所の投資収益を得ることから、
自家消費型太陽光発電所での電力料金の節約で収益を得ることに転換したことに






















l パネル：Jinko solar  
型番 ：JKM 370M-72-V、単結晶； 
l 太陽光パワコン:Sungrow 
型番：SG49K5J、分散型； 
l 蓄電池：Samsung SDI 
型番：Mega M2F, 3.68V/94Ah、リチウム電池； 
l EMS：Sungrow 
型番：EMS200； 
l DCコンバーター：Sungrow  
型番：SD150-B、150kW； 



































項目 システム容量 単位 
パネル容量 146.52kW 396（枚） 
太陽光パワコン 50kW 1（台） 
蓄電池容量 274kWh 1（セット） 
接続箱 16入力回路 2台 
DCコンバーター 200kW 1台 
BCP・EMSシステム  1台 
FIT補助金 14円/kWh  - 
平均電気料金（買電） 17円/kWh - 
項目 年間発電量（kWh） 20年間発電量
（kWh） 
北海道電力 180900 3618000 
東京電力 189800 3796000 
九州電力 193600 3872000 




























































項目 システム容量 単位 
パネル容量 146.52kW 396（枚） 
太陽光パワコン 50kW 2 （台） 
蓄電池容量 150kWh 1 （セット） 
双方向蓄電パワコン 50kW 1 （台） 
BCP  1 （台） 
FIT補助金 14円/kWh  - 
平均電気料金（買電） 17円/kWh - 
項目 年間発電量（kWh） 25年間発電量
（kWh） 
北海道電力 180900 4522500 
東京電力 189800 4745000 
九州電力 193600 4840000 






























































































2017年 4月から改正されている。最初、2012 年の買取価格が 42円/kWh
から 2019年 14 円/kWhに下げている。2030 年までに FIT単価 7円/kWh














20 年間での固定売電期間にて、14 円/kWhの Fit価格で 20 年間利益率および表
面利回りを計算する 
 
図表22  単位：円 
 
年間売電利益        
北海道電力管内の表面利回り＝―――――――――*100％＝9.07％           
総投資         
項目 初期投資費用 連系コスト 20年間メンテナン
ス費用 
総投資 
固定価格買取制度 25,930,000 1,000,000 1,000,000 27,930,000 
DCリンク自家消費型 25,930,000 0 1,000,000 26,930,000 
ACリンク自家消費型 22,000,000 0 1,000,000 23,000,000 
項目 年間発電量の予測 年間売電利益 20年間の売電収益 
北海道電力管内 180900 ¥2,532,600 ¥50,652,000 
東京電力管内 189800 ¥2,657,200 ¥53,144,000 
九州電力管内 193600 ¥2,710,400 ¥54,208,000 




   
年間売電総利益-年間メンテナンス費用    
北海道電力の実質利回り＝―――――――――――――――――*100％＝8.89% 













年間売電利益        
北海道電力管内の表面利回り＝―――――――――*100％＝11.66％           
総投資        
   
年間売電総利益-年間メンテナンス費用     
北海道電力の実質利回り＝―――――――――――――――――*100％＝11.52% 







項目 FIT式直流表面利回り FIT式直流実質利回り 
北海道電力管内 9.07% 8.89% 
東京電力管内 9.51% 9.33% 
九州電力管内 9.70% 9.53% 
沖縄電力管内 9.87% 9.70% 
項目 年間発電量の予測 年間売電利益 25年間の売電収益 
北海道電力管内 180900 ¥3,256,200 ¥81,405,000 
東京電力管内 189800 ¥3,416,400 ¥85,410,000 
九州電力管内 193600 ¥3,484,800 ¥87,120,000 













1 年間売電利益        
北海道電力管内の表面利回り＝―――――――――*100％＝14.16％           
総投資         
   
年間売電総利益-年間メンテナンス費用     
北海道電力の実質利回り＝―――――――――――――――――*100％＝13.98% 







項目 直流型自家消費型表面利回り 直流型自家消費型実質利回り 
北海道電力管内 11.66% 11.52% 
東京電力管内 12.23% 12.09% 
九州電力管内 12.48% 12.33% 
沖縄電力管内 12.70% 12.55% 
項目 年間発電量の予測 年間売電利益 25年間の売電収益 
北海道電力管内 180900 ¥3,256,200 ¥81,405,000 
東京電力管内 189800 ¥3,416,400 ¥85,410,000 
九州電力管内 193600 ¥3,484,800 ¥87,120,000 
沖縄電力管内 197000 ¥3,546,000 ¥88,650,000 
項目 交流自家消費型表面利回り 交流自家消費型実質利回り 
北海道電力管内 14.16% 13.98% 
東京電力管内 14.85% 14.68% 
九州電力管内 15.15% 14.98% 


















































































































売電期間 売電対象 収益の安定性 自立運転 
DCリンク 
全量売電 






26,930,000 ― 18 円 25年
（最長） 




23,000,000 ― 18 円 25年
（最長） 






































項目 年間発電量の予測 年間売電利益 
北海道電力管内 180900 ¥3,256,200 
東京電力管内 189800 ¥3,416,400 
九州電力管内 193600 ¥3,484,800 
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